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「接続料算定の在り方」に対する意見について

　「接続料算定の在り方」について、関係労働組合として下記のとおり意見を提出します。

                                     記

１．研究会モデルは、①仮想的に構築したネットワークを前提としていること、②投下資本の回収が困難となることなど、現実のネットワークの構築と著しく乖離しており、非現実的とも言えるこのモデルで接続料を算定することは理解できません。

２．ネットワークを構築するにあたり、災害時における最低限の通信の確保や、国民生活の安定維持に不可欠のユニバーサルサービスの堅持に必要な設備の設置を行うことは、特殊会社であるＮＴＴ東・西地域会社に対する国民の期待であります。

    また、単にアメリカ型の建設コストの算定方式を持ち込むのではなく、日本の風土、地形さらに文化等の国民性に立脚した現実的な算定方式とすることが当然であります。

３．接続料算定にあたって、研究会モデルを導入すれば、ＮＴＴ東・西地域会社の財務に破壊的な打撃を与えることが想定されます。その場合、雇用にも深刻な影響が及ぶことは必至であり、今日的な雇用情勢をさらに悪化させ社会問題化することになります。当該労働組合として、そのような事態を招来しかねない法的強制を行うことは断じて容認できません。

４．接続料金問題に関する日米合意は、「ユニバーサルサービスの確保に支障が生じたり、既存の地域電話会社の利用者料金、経営に破壊的な影響を与えないよう適切に配慮する。」ということであり、この前提での審議を求めます。

５．以上の観点に立って「接続料算定の在り方」について検討されることを要請します。

以    上
